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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

Ⅰ-１．商号 

   GAM 証券投資顧問株式会社 

Ⅰ-２．登録年月日（登録番号） 

   平成１９年９月３０日（関東財務局長（金商）第６３号） 

なお、平成３０年６月２８日付で下記業務の種別につき、金融商品取引法第３１条第４項

に基づく変更登録（追加）を受けている。 

変更（追加）した業務の種別：投資運用業および投資助言・代理業 

Ⅰ-３．沿革及び経営の組織 

  (1) 会社の沿革 

年   月 沿     革 

1983 年 5 月 

（昭和 58 年） 

ジルベール・ドゥ・ボトン（当時スイス・ロスチャイルド銀行頭取）

がスイス・チューリッヒに Global Asset Management Limited を創

設、会長就任 

1989 年 12 月 

（平成元年） 

ファンド・オブ・ヘッジ・ファンズ (FoFH) 運用を開始 

1997 年 2 月 

（平成 9 年） 

東京に日本法人グローバル・アセット・マネジメント株式会社を設立 

1997 年 3 月 

（平成 9 年） 

グローバル・アセット・マネジメント株式会社は、投資顧問業（助言

業務）を開始。投資顧問業（助言業務）登録番号：関東財務局長第

708 号 登録日：平成 9 年 3 月 31 日 

1999 年 12 月 

（平成 11 年） 

当社グループは、UBS AG の 100％子会社となり UBS グループ入りし、

グループの名称を「Global Asset Management Limited」から「GAM

（ギャム）」に変更 

2003 年 4 月 

（平成 15 年） 

日本法人の名称を、「グローバル・アセット・マネジメント株式会社」

から「ギャム株式会社」に変更。 

2005 年 12 月 

（平成 17 年） 

GAM グループはジュリアス・べア・ホールディング・リミテッド（ス

イス証券取引所上場）に買収され、ジュリアス・ベア（JB）グループ

入り。JB は 1890 年設立。 

2006 年 6 月 

（平成 18 年） 

証券業登録が終了。投資顧問業（助言業務）は、兼業業務として継続。 

社名を GAM 証券投資顧問株式会社（英文名：GAM Japan Limited）に

変更。証券業登録番号：関東財務局長（証）第 270 号 登録日：平成

18 年 6 月 16 日   

同年 7 月 3 日 日本証券業協会に加入、証券業務を開始。 

2007 年 9 月 金融商品取引法の施行に伴い、登録番号関東財務局長（金商）第 63
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（平成 19 年） 号 （第一種金融商品取引業、投資助言・代理業）となる。 

2009 年 9 月 

（平成 21 年） 

ジュリアス・ベア・ホールディングスが、プライベート・バンキング

事業(Julius Baer Group)と当社が所属するアセット・マネジメント

事業（GAM Holding）とに分離される。両事業部門はそれぞれ独立し

た会社となり、ともにスイス証券取引所に上場（上場日：2009 年 10

月 1 日）。 

2010 年 9 月 

（平成 22 年） 

下記業務の種別につき、法第３１条第４項に基づく変更登録（廃止）

を受ける。変更（廃止）した業務の種別： 投資助言・代理業 

2015 年 11 月 

（平成 27 年） 

現在地に移転 

2015 年 12 月 

（平成 27 年） 

親会社が、ギャム シンガポール ピーティーイー リミテッドからギ

ャム グループ エージーに変更となる。 

2018 年 6 月

（平成 30 年） 

下記業務の種別につき、法第３１条第４項に基づく変更登録（追加） 

を受ける。変更（追加）した業務の種別：投資運用業および投資

助言・代理業 

2018 年 9 月

（平成 30 年） 

一般社団法人日本投資顧問業協会に加入 

投資運用業（投資一任業務）および投資助言・代理業（投資顧問契約 又

は投資一任契約の締結の代理又は媒介）を開始する。 

 現在に至る。 

 (2) 経営の組織 

    （組織図） 

 

株主総会

監査役

取締役会

代表取締役社長

運用・商品本部

営業第２部

営業本部管理本部

コンプライアンス統括部 オペレーション部 営業第１部経理管理部 プロダクト・マネジメント部 クライアント・サービス部
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Ⅰ-４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株

主等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合     （令和 2年 3月 31日現在） 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

ギャム グループ エージー 22,660 株 100％ 

計   1   名  100.00 

 

Ⅰ-５．役員（外国法人にあっては、国内における代表者を含む。）の氏名又は名称 

      （令和 2 年 3 月 31 日現在） 

役職名 氏名又は名称 
代表権の 

有無 

常勤・非常勤

の別 

代表取締役社長 岸本 志津 有 常勤 

取締役 ロッセン ジュノブ 無 非常勤 

取締役 ティモシー レインフォード 無 非常勤 

取締役 ダーレン エドワード ニコルス 無 非常勤 

監査役 デリック ウィルソン － 非常勤 

 

Ⅰ-６． 政令で定める使用人の氏名 

   (1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その

他の規 則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次

長、課長その他いかなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括

する者の権限を代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

氏   名 役  職  名 

渡邉 由美子 コンプライアンス統括部長 

  (2) 投資助言業務（金融商品取引法（以下「法」という。）第 28 条第６項に規定する投

資助言業務をいう。）又は投資運用業（同条第４項に規定する投資運用業をいう。）

に関し、助言又は運用（その指図を含む。）を行う部門を統括する者（金融商品の価

値等（法第２条第８項第 11 号ロに規定する金融商品の価値等をいう。）の分析に基

づく投資判断を行う者を含む。）の氏名 

氏   名 役  職  名 

戸島 真人 運用・商品本部長兼チーフ インベストメント オ

フィサー 

  (3) 投資助言・代理業（法第 28 条第３項に規定する投資助言・代理業をいう。）に関し、

法第 29 条の２第１項第６号の営業所又は事務所の業務を統括する者（部長、次長、

課長その他いかなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者

の権限を代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

  



 

 

 

5 

氏   名 役  職  名 

戸島 真人 
運用・商品本部長兼チーフ インベストメント オ

フィサー 

 

Ⅰ-７．業務の種別 

(1) 金融商品取引業 

第一種金融商品取引業（金融商品取引法第 2 条第 8 項第 2 号、第 9 号） 

   有価証券の売買取引の媒介、取次ぎ又は代理 

   有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い 

(2) 投資運用業（金融商品取引法第 2 条第 8 項第 12 号ロ） 

(3) 投資助言・代理業（金融商品取引法第 2 条第 8項第 13 号） 

(4) 金融商品取引業付随業務（金融商品取引法第 35 条第 1 項第４号、第８号、第９号） 

① 有価証券に関する顧客の代理 

② 有価証券に関する情報の提供又は助言 

③ 他の金融商品取引業者等の業務の代理 

(5) 承認業務（金融商品取引法第 35 条第 4 項） 

   海外関係会社の委託に基づく代行業務 

 

Ⅰ-８．本店その他の営業所又は事務所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる営

業所又は事務所その他の営業所又は事務所）の名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

本  店 

〒100-0005 

東京都千代田区丸の内三丁目１番１号 

国際ビルヂング 

 

Ⅰ-９．他に行っている事業の種類 

   該当事項なし 

 

Ⅰ-10. 苦情処理及び紛争解決の体制 

(1) 金融商品取引業 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センターとの間で第一種金融商品

取引業務に係る手続実施基本契約を締結する措置を講じている。 

(2) 投資運用業および投資助言・代理業 

・苦情処理措置 
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当社は、当社の投資運用業および投資助言・代理業務に関する苦情につき、金融商

品取引業等に関する内閣府令（以下、「金商業等府令」という。）第115条の2第1項

第2号に基づき、日本投資顧問業協会が行う苦情の解決により苦情の処理を図る。 

・紛争解決措置 

当社は、当社の投資運用業および投資助言・代理業務に関する苦情につき、金商業

等府令第115条の2第2項第1号に基づき、日本投資顧問業協会が行うあっせんにより

紛争の解決を図る。 

 

Ⅰ-11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

 日本投資者保護基金 

日本証券業協会 

一般社団法人日本投資顧問業協会 

 

Ⅰ-12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

   該当事項なし 

 

Ⅰ-13．加入する投資者保護基金の名称 

   日本投資者保護基金 

 

Ⅱ．業務の状況に関する事項 

Ⅱ-１．当期の業務の概要 

 当社では顧客口座を開設することは行わず、顧客注文はすべて媒介取引として海外のグル

ープ会社に取り次いでおり、当社が関与して成立した取引（海外のグループ会社が組成す

る外国籍投資信託の設定・運用並びに受益証券の販売、及び外国籍投資信託にリンクした

社債券の媒介等）については、グループ内で制定している社内規則にて予め決められた料

率に基づいて、当社の取引成立の貢献度等に応じた手数料（「その他の受入手数料」とし

て計上）を海外のグループ会社より受領しており、これが、当社の主たる収入源になって

います。 

今期の業務の中心は、前期同様、海外のGAMグループ会社が組成・運用する外国籍投資信

託(GAMファンド)について、①国内個人向けビジネスとして、販売業者に対する媒介およ

びGAMファンドを国内籍および外国籍のファンド・オブ・ファンズの原資産ファンドとし

て提供するに際しての媒介、②当社の投資一任業ならびに他の国内運用会社を経由しての

年金顧客へのGAMファンドの媒介、③国内金融法人へのGAMファンドの媒介（国内籍投信の

原資産としてのGAMファンドまたはGAM運用戦略の組み入れを含む）という３つの業務が中

心となりました。 

 この中で、当社の投資一任業による年金顧客へのGAMファンドの媒介について初めての実 
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績をあげることができたことに加え、他の業務についても一定の成果を上げることができ、

前期に引き続き、キャッシュ・フローについては、純流入となりましたが、令和2年2月以

降、新型コロナウイルス感染対処による景気大幅後退懸念により株価が急落したことによ

り、資産残高の拡大は限定的なものとなりました。また、事業年度において、上記の営業

成果を反映し営業収益は約13.8%増加しましたが、一方で減損損失の計上を行ったことに

より、純損失が増加しました。 

 

Ⅱ-２．業務の状況を示す指標 

  (1) 経営成績等の推移 

（単位：百万円） 

 平成 30 年３月期 平成 31 年３月期 令和2年３月期 

資本金 586 616 616 

発行済株式総数 21,460 22,660 22,660 

営業収益 197 257 293 

（受入手数料） 197 257 293 

 （（委託手数料）） － － － 

 （（引受け・売出し・特

定投資家向け売付け勧

誘等の手数料）） 

－ － － 

（（募集・売出し・特定

投資家向け売付け勧誘

等の取扱い手数料）） 

－ － － 

 （（その他の受入手数

料）） 
197 257 293 

（トレーディング損益） －   

 （（株券等）） － － － 

 （（債券等）） － － － 

 （（その他）） － － － 

純営業収益 197 257 293 

経常損益 △27 △51 △43 

当期純損益 △28 △52 △63 

 (2) 有価証券引受・売買等の状況 

    ① 株券の売買高の推移 

（単位：百万円） 

 平成 30 年３月期 平成 31 年３月期 令和2年３月期 

自   己 － － － 
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委   託 － － － 

計 － － － 

② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、 

売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

（単位：千株、百万円） 

区   分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

 

平 

成 

30 

年 

３ 

月 

期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 －  － －  － － 

地方債証券 －  － －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券    － － － － 

その他 － － － － － － － 

合 計 － － － － － － － 

平 

成 

31 

年 

３ 

月 

期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 －  － －  － － 

地方債証券 －  － －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券    － － － － 

その他 － － － － － － － 

合 計 － － － － － － － 

令 

和 

２ 

年 

３ 

月 

期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 －  － －  － － 

地方債証券 －  － －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券    － － － － 

その他 － － － － － － － 

合 計 － － － － － － － 

注記：海外の当社グループ投資信託運用会社が運用する外国投信を国内の販売会社が公募

ないし私募で募集するに際しての両社の間の取引の媒介と付随業務（金融商品取引法第 35



 

 

 

9 

条第 1 項 8 号業務）として情報提供を行っているものは除いています。 

  (3) その他業務の状況 

    （単位：株、百万円） 

項目 平成 30 年 

3 月期 

平成 31 年 

3 月期 

令和 2 年 

3 月期 

海外関係会社の業

務の代理 
－ － － 

  (4) 自己資本規制比率の状況 

  （単位：％、百万円） 

 平成 30 年３月期 平成 31 年３月期 令和 2 年３月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ

×100） 
193.0% 157.6% 107.1% 

固定化されていない自己資

本（Ａ） 
122 131 99 

リスク相当額（Ｂ） 63  83 92 

 

市場リスク相当額 1 1 1 

取引先リスク相当額 7 10 11 

基礎的リスク相当額 54 71 79 

注）令和2年4月23日付で50百万円の増資を行ったため、同日付で自己資本規制比率は

195.6％に回復しております。 

 (5) 使用人の総数及び外務員の総数 

（単位：名） 

 平成 30 年３月期 平成 31 年３月期 令和 2 年３月期 

使用人 ５ ６ ８ 

（うち外務員） （注１） （４） （５） （６） 

    （注 1）カッコ内は、使用人のうち外務員登録を受けている者の数 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

Ⅲ-１．経理の状況 

(1) 貸借対照表 

令和2年3月31日及び平成31年3月31日 現在                                                             

資 産 の 部         

  単位：千円 

  令和 2年 

3 月 31 日 

 平成 31 年 

3 月 31 日 

流 動 資 産      ：      

 現 金 預 金            150,553  145,238 

 前 払 費 用            5,443  4,613 

 未 収 入 金            0  0 

 未 収 収 益            39,630  35,433 

 未  収  消  費  税   5,456  4,694 

 その他の流動資産    2,083  0 

  流 動 資 産 合 計             

203,167 

 189,980 

固 定 資 産：      

   有形固定資産：      

 建       物   0  14,177 

 器 具 備 品            0  5,966 

  有形固定資産合計 0  20,143 

   無形固定資産：      

 ソフトウェア   0  0 

  無形固定資産合計 0  0 
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投資等：      

 長期差入保証金   15,284  15,284 

        

  投 資 等 合 計         15,284  15,284 

  固定資産合計 35,427  35,427 

資 産 合 計           218,452  225,408 

 

負債及び純資産の部 

  単位：千円 

  令和 2年 

３月 31 日 

 平成 31 年 

３月 31 日 

流 動 負 債      ：      

 未   払   金   19,486  10,774 

 未 払 費 用            9,810  9,977 

 そ の 他 の 預 り 金   21,141  19,186 

 賞与引当金   0  4,407 

 一年以内返済長期借入金   0  0 

 未払法人税等   5,199  4,628 

  流 動 負 債 合 計         55,638  48,973 

固 定 負 債：      

 長期借入金   100,000  50,000 

  固定負債合計 100,000   50,000 

  負債の部合計 155,638  98,973 
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純資産の部：      

 資 本 金         :   616,500  616,500 

 資 本 剰 余 金:   516,500  516,500 

  資 本 準 備 金:  516,500  516,500 

 利 益 剰 余 金 ：   △1,070,186  △1,006,564 

  その他の利益剰余金：   △1,070,186  △1,006,564 

  純資産合計 62,813  126,435 

負債及び純資産の部合計 218,452  225,408 

 

(2) 損益計算書 

令和2年3月31日及び平成31年3月31日 終了事業年度                                           

 

 

  単位：千円 

 

  平成 31 年

４月 1 日

から令和2

年 3月 31

日まで 

 平成 30 年

４月 1 日

から平成

31 年 3月

31 日まで 

営 業 収 益                      

 その他の受入手数料   293,472  257,696 

 受取利息   0  0 

  営 業 収 益 合 計          293,472  257,696 

 支払利息   495  250 

  純営業収益  292,977  257,446 

営 業 費 用              

 販売費・一般管理費   333,016  306,871 

  営 業 費 用 合 計          333,016  306,871 

営業利益(損失)           △40,038  △49,425 
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営 業 外 収 益           32  21 

       

営 業 外 費 用           3,171  1,794 

       

経常利益(損失)           △43,178  △51,198 

       

特  別     利  益   0  0 

       

特  別     損  失   19,493  79 

       

税引前当期利益(損失)          △62,671  △51,277 

       

法 人 税 等           950  950 

       

当期純利益(損失)   △63,621  △52,227 

 

 

（3）株主資本等変動計算書 

令和2年3月31日 終了事業年度                                                  単位：千円 

 株主資本 純資産 

合計 

 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本

合計 

 資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

 

その他利益剰

余金 

利益剰余金

合計 

 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 616,500 516,500 516,500 △1,006,564 △1,006,564 126,435 126,435 

当期変動額       

当期純損失    △63,621 △63,621 △63,621 △63,621 

当期変動額合計 - - - △63,621 △63,621 △63,621 △63,621 

当期末残高 616,500 516,500 516,500 △1,070,186 △1,070,186 62,813 62,813 

＜注記事項＞      

  1. 当該事業年度の末日における発行済株式の数   22,660 株 

 

 



 

 

 

14

平成31年3月31日 終了事業年度                                        単位：千円  

 株主資本 純資産 

合計 

 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本

合計 

資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

 

その他利益剰

余金 

利益剰余金

合計 

 

 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 586,500 486,500 486,500 △954,336 △954,336 118,663 118,663 

当期変動額       

新株の発行 30,000 30,000 30,000 - - 60,000 60,000 

当期純損失 - - - △52,227 △52,227 △52,227 △52,227 

当期変動額合計 30,000 30,000 30,000 △52,227 △52,227 7,772 7,772 

当期末残高 616,500 516,500 516,500 △1,006,564 △1,006,564 126,435  126,435 

＜注記事項＞      

  1. 当該事業年度の末日における発行済株式の数   22,660 株 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

15

（4）財務諸表に対する注記 

令和2年3月31日終了事業年度  

                                          

個  別  注  記  表 

 

１．重要な会計方針 

 (1) 有価証券及びデリバティブ取引等の評価基準及び評価方法 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

 

① 有形固定資産 

 建物については定額法、その他については定率法を採用しております。 

   ただし、平成 28 年度税制改正により、平成 28 年 4 月 1 日以降取得した建物附属設備に

ついては、定額法により減価償却を行います。 

なお、主な耐用年数は次の通りです。 

 

  建 物  24 年    

  建物附属設備  15 年   

  器 具 備 品  3 年～15 年 

 

②  無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）による定

額法を採用しております。 

    

(3) 引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

従業員および役員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負

担額を計上しております 

 

(4) 繰延資産 

     該当なし 

 

(5) 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の当社グループの社内為替レートにより円貨に換算し、

換算差額は為替差損益として処理しております。 
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(6）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理については税抜方式によっております。 

 

２．会計方針の変更等 

 

(1）会計上の見積もりの変更 

  該当なし  

 

３．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供されている有価証券その他の資産及び担保として預託を受けている有価証券その

他の資産の時価（該当なし） 

 

(2) 偶発債務の内容及び金額（該当なし） 

 

(3) 関係会社に対する資産及び負債の内容及び金額             （単位：千円） 

科   目 金   額 科   目 金   額 

立替金 - 預り金 - 

短期貸付金 - 受入保証金 - 

短期差入保証金 - 一年内返済長期借入金 - 

その他の流動資産 39,630 その他の流動負債    18,913 

長期貸付金 - 長期借入金 100,000 

長期差入保証金 - その他の固定負債 - 

その他の固定資産 -   

計 39,630 計 118.913 

 

 

 親会社   関連会社   合計   

一年内返済長期借

入金 
  -   - - 

長期借入金   100,000   - 100,000 

その他流動資産   -   39,630       39,630 

その他流動負債 -  18,913 18,913 
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 (4)  その他貸借対照表により会社の財産の状態を正確に判断するために必要な事項 

      特になし 

 

４．損益計算書に関する注記   

(1) 受入手数料の内訳                          （単位：千円） 

区       分  備      考 

委  託  手  数  料 -  

  （株        券） - 

［うち  先      物］ - 

（債        券） - 

［うち  先      物］ - 

［うち 新株予約権付社債］ - 

（受  益  証  券） - 

（そ   の    他） - 

引受け・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の手数料 
- 

 

 （株            券） - 

（債            券） - 

［うち  国       債］ - 

［うち  普 通 社 債］ - 

［うち  新株予約権付社債］ - 

［うち  外  国  債］ - 

（受   益   証   券） 

 
- 

（そ    の    他） - 

募集・売出し・特定投資家向

け売付け勧誘等の取扱手数料 
- 

 

 （株            券） - 

（債            券） - 

（受   益   証   券） - 

（そ      の      他） - 



 

 

 

18

区       分  備      考 

その他の受入手数料 293,472 ※ ｢その他｣の主な内

訳を記載すること｡ 

ｸﾗｲｱﾝﾄﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄﾌｨｰ  

292,972千円 

運用受託報酬 

500千円 

 （株            券） - 

（債            券） - 

（受   益   証   券） - 

（そ      の      他） 293,472 

受 入 手 数 料 計 293,472  

 （株            券） - 

（債            券） - 

（受   益   証   券） - 

（そ      の      他） 293,472 

 

(2) トレーディング損益の内訳（該当なし）                     

 

(3) 金融収益及び金融費用の内訳                       （単位：千円） 

金  融  収  益 備     考 

信用取引収益 - ※ ｢その他の金融収

益｣の主な内訳を記載

すること｡ 

 

 

 

 

 

 

現先取引収益 - 

有価証券貸借取引収益 - 

受取配当金 - 

受取債券利子 - 

収益分配金 - 

受取利息 0 

その他の金融収益 - 

合   計 0 

金  融  費  用 備     考 

信用取引費用 - ※ ｢その他の金融費

用｣の主な内訳を記載

すること｡ 

現先取引費用 - 

有価証券貸借取引費用 - 

支払債券利子 - 
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支払利息 495 

その他の金融費用 - 

合   計 495 

 

(4) 販売費・一般管理費の内訳                    （単位：千円） 

区      分  備      考 

取引関係費 23,395  

 

（支払手数料） 693 

（取引所・協会費） 1,779 

（通信・運送費） 7,084 

（広告宣伝費） 6,851 

（旅費・交通費） 4,772 

（交際費） 2,215 

人件費 179,655  

 

（役員報酬） 33,021 

（従業員給料） 103,161 

（歩合外務員報酬） 0 

（その他の報酬・給料） 9,838 

（退職金） 0 

（福利厚生費） 15,046 

（賞与引当金繰入れ） 18,587 

（退職給付費用） 0 

不動産関係費 28,341  

 

（不動産費） 27,794 

（器具・備品費） 546 

事務費 2,827  

 
（事務委託費） 0 

（事務用品費） 2,827 

減価償却費 3,297  

租税公課 7,728  
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区      分  備      考 

貸倒引当金繰入れ 0  

その他 87,769 ※ ｢その他｣の欄には

主な内訳を記載する

こと｡ 

その他 4,734千円 

関連会社間費用  

71,152千円  

 
 

( 教育研修費 ） 16 

( 会議費 ) 607 

( その他の報酬 ) 8,160 

( 図書費 ) 354 

( 水道光熱費 ) 1,017 

( 清掃費 ) 389 

( 保険料 ) 1,335 

( その他 ) 75,887 

合計 333,016  

 

(5）関連会社との取引残高                                               （単位：千円） 

 親会社   関連会社   合計   

営業収益 -   292,972 292,972 

営業費用及び一般管理費 -  71,152 71,152 

営業取引以外の費用   495 - 495 

 

(6) その他損益計算書により会社の損益の状態を正確に判断するために必要な事項 

    減損損失  

当社は営業活動から生じる損益が継続してマイナスであり、固定資産への投資額の回

収が見込めなくなったことから、当事業年度において、以下のように全資産について

減損損失を計上しました。 

   

  建物      7,238 千円 

  建物附属設備  5,692 千円 

  器具備品    5,901 千円 

  ｿﾌﾄｳｪｱ       660 千円 

   

  帳簿価額の全額を減損損失として特別損失に計上しております。  

また、当資産の回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フロ

ーに基づく使用価値がマイナスであるため回収可能価額はゼロとして評価しており
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ます。 

 

5．有価証券及びデリバティブ取引に関する注記 

   該当なし 

 

6．株主資本等変動計算書に関する注記 

 

   (1)発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 22,660 株      - - 22,660 株 

 

7．税効果会計に関する注記 

   

 (1) 繰延税金資産の発生の主な原因の内訳   

 （単位：千円） 

未払事業税等 1,301 

未払費用 2,423 

資産除去債務 

減損損失 

その他 

3.089 

5,968 

2,760 

繰越欠損金 130,320 

繰延税金資産小計 142,137 

評価性引当金 △142,137 

繰延税金資産合計 - 

  

 

(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正  

 該当無し。 

 

8. 金融商品に関する注記   

  (1) 金融商品の状況に関する事項 

    (ｱ) 金融商品に対する取り組み方針 

     当社は資金運用について、財務内容の健全性を損なうことのないよう、主として安全性

ならびに流動性の高い銀行預金等の金融資産で運用しております。 

(ｲ) 金融商品の内容及びそのリスク並びに金融商品にかかるリスク管理体制 

主な営業債権である未収入金及び未収収益は、当社が関与して成立した取引（海外のグ
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ループ会社が組成する外国籍投資信託の設定・運用並びに受益証券の販売、及び外国籍

投資信託にリンクした社債券の媒介等）について、当該運用資産額に対してグループ内

で制定している社内規則にて予め決められた料率に基づいて、当社の取引成立の貢献度

等に見合う手数料（「その他の受入手数料」として計上）が海外のグループ会社より支

弁されるものです。当該債権は当社の海外グループ会社を相手方とするものであり、ま

た当社は当該運用資産の内容を把握しておりますので、当該営業債権の回収にかかるリ

スクは僅少であります。 

主な営業債務である未払金及び未払費用は、１年以内の支払期日です。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

令和 2 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

の通りであります。 

                                                                     （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

（1） 現金・預金 

（2） 未収入金 

（3）  未収収益 

 

    150,553 

- 

39,630 

    150,553 

     - 

39,630 

- 

- 

 

資産計     190,184 190,184 - 

（1） 未払金 

（2） 未払費用 

（3） 長期借入金 

      19,486 

     9,810 

100,000 

 

 

19,486 

9,810 

100,000 

 

 

- 

- 

- 

 

負債計      129,297 129,297 - 

 (注 1) 金融商品の時価の算定方法 

資産 

（1） 現金・預金、（2）未収入金、 (3) 未収収益 

これらは短期間で決済される為、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

 

負債 

（1） 未払金、（2）未払費用 

これらは短期間で決済される為、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

     (3)   長期借入金 
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     これらは変動金利によるものであり、金利が一定期間ごとに更改される条件と

なっているため、時価は帳簿価額と等しいと言えることから、当該帳簿価額に

よっております。 

 

（注 2）時価を把握するのが極めて困難と認められる金融商品 

                      （単位：千円） 

長期差入保証金 15,284 

市場価格がなく、合理的なキャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と

認められるため、時価開示の対象としておりません。 

 

9. 資産除去債務に関する注記  

   (1）当該資産除去債務の概要 

 当社は、本社オフィスの不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る

債務を資産除去債務として認識し、当該資産除去債務に関しては、資産除去債務の負

債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関する長期差入保証金の回収が最終的に見込め

ないと認められるため長期差入保証金と相殺して計上しております。 

 

(2) 当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高                    10,091 千円 

期末残高                     10,091 千円 

 

10. 関連当事者との取引に関する注記                   （単位：千円） 

種

類 

会社の

名称 

所在地 資本金 

 

事業

の内

容 

議決権

の被所

有割合 

関連当事

者との関

係 

取引の内

容 

取引金額 科目 期末残

高 

親

会

社 

GAM 

Group 

AG 

 

Switze

rland 

 

CHF 

186,750

千 

持株

会社 

直接

100％ 

事業用資

金の受入 

借入金利

息 

495 長期借

入金 

未払費

用 

100,000 

 

191 

 

親

会

社

の

親

会

社 

GAM 

Holding 

AG 

Switze

rland 

 

CHF 

7,984千 

持株

会社 

0％ 

 

グループ

管理に係

るサービ

スの受入 

オプショ

ンプラン 

シェアー

ドサービ

スフィー 

9,838 

 

8,937 

未払金 

前払費

用 

5,548 

2,503 
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親

会

社

の

子

会

社 

GAM 

Interna

tional 

Managem

ent 

Limited 

U.K. GBP 

3,750千 

投 資

顧 問

業 

0％ クライア

ントマネ

ージメン

ト業務の

提供 

ク ラ イ ア

ン ト マ ネ

ー ジ メ ン

トフィー 

1,127 未収収

益未収

入金 

   -   

- 

親

会

社

の

子

会

社 

GAM  

Fund 

Managem

ent 

Limited 

Irelan

d 

EUR 

126 千 

投 資

顧 問

業 

0％ クライア

ントマネ

ージメン

ト業務の

提供 

ク ラ イ ア

ン ト マ ネ

ー ジ メ ン

トフィー 

202,548 未収収

益 

16,139 

親

会

社

の

子

会

社 

GAM 

Investm

ent 

Managem

ent 

(Switze

rland) 

Limited 

Switze

rland 

CHF 

1,200千 

投 資

顧 問

業 

0％ クライア

ントマネ

ージメン

ト業務の

提供 

グループ

管理費 

ク ラ イ ア

ン ト マ ネ

ー ジ メ ン

トフィー 

シ ェ ア ー

ド サ ー ビ

スフィー 

 

89,296 

 

 

 

6,665 

未収収

益 

未払金 

23,490 

 

1,134 

親

会

社

の

子

会

社 

GAM 

Hong 

Kong 

Limited 

Hong 

Kong 

HKD 

35,600

千 

投 資

顧 問

業 

0％ 一部の業

務の委託 

業 務 委 託

費 

（IT & 

Finance） 

19,156 未払金 

 

2,143 

 

親

会

社

の

子

会

社 

GAM 

(UK) 

Limited 

U.K. GBP 

43,000

千 

持 株

会社 

0％ グループ

管理及び

ＩＴ関連

業務に係

るサービ

スの受入 

グ ル ー プ

管理費 

 

 36,392 

 

 

未払金 

 

9,896 
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取引条件及び取引条件の決定方針等 

注１ 上記のクライアントマネージメントフィーについては、”OECD Transfer Guidelines for 

Multinational Enterprises and Tax Administration” を勘案して作成された Group 

Transfer Pricing Policy に基づいて決定しております。 

注２ その他については、一般取引条件と同様に決定しております。 

 

11. 有価証券及びデリバティブ取引に関する注記 

   該当なし 

 

12. 一株当たり情報に関する注記 

  (1）一株当たり純資産額             2,772円00銭 

  (2）一株当たり当期純損失金額                          2,807円68銭 

 

13. 重要な後発事象に関する注記 

 (株主割当による新株発行） 

  当社は、令和 2 年 4 月 21 日開催の取締役会において、GAM Group AG に対し、株主割当の

方法により新株を発行することを決議し、令和 2 年 4 月 23 日に同社からの払込みが完了

しております。 

 株主割当による新株発行の概要 

（1）発行する株式の種類及び数 普通株式 1,000 株 

（2）発行価額 １株につき 50,000 円 

（3）発行価額の総額 50,000,000 円 

（4）資本組入額 25,000,000 円（１株につき 25,000 円） 

（5）割当方法 株主割当による新株の発行 

（6）割当先 GAM Group AG 

（7）払込期日 令和 2 年 4 月 23 日から令和 2 年 4 月 30 日まで 

（8）資金の使途 
主として自己資本規制比率の維持等をはじめとする

財務基盤の強化 
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（4）財務諸表に対する注記 

平成31年3月31日終了事業年度                               

 

個  別  注  記  表 

 

１．重要な会計方針 

 (1) 有価証券及びデリバティブ取引等の評価基準及び評価方法 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

 

③ 有形固定資産 

 建物については定額法、その他については定率法を採用しております。 

   ただし、平成 28 年度税制改正により、平成 28 年 4 月 1 日以降取得した建物附属設備に

ついては、定額法により減価償却を行います。 

なお、主な耐用年数は次の通りです。 

 

  建 物  24 年    

  建物附属設備  15 年   

  器 具 備 品  3 年～15 年 

 

④  無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）による定

額法を採用しております。 

    

(3) 引当金の計上基準 

② 賞与引当金 

従業員および役員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負

担額を計上しております 

 

(4) 繰延資産 

     該当なし 

 

(5) 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の当社グループの社内為替レートにより円貨に換算し、

換算差額は為替差損益として処理しております。 
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(6）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

② 消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理については税抜方式によっております。 

 

２．会計方針の変更等 

 

(1）会計上の見積もりの変更 

  (平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用) 

 法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告 32 号平成 28 年 6 月 17 日）を当事業年度より適用し、平成 28 年 4 月 1

日以降に取得した建物附属設備に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

 なお、当期においては建物附属設備の取得がなかったため、当該変更による営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益に与える影響はありません。 

 

 

３．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供されている有価証券その他の資産及び担保として預託を受けている有価証券その

他の資産の時価（該当なし） 

 

(2) 偶発債務の内容及び金額（該当なし） 

 

(3) 関係会社に対する資産及び負債の内容及び金額             （単位：千円） 

科   目 金   額 科   目 金   額 

立替金 - 預り金 - 

短期貸付金 - 受入保証金 - 

短期差入保証金 - 一年内返済長期借入金 - 

その他の流動資産 35,433 その他の流動負債    10,022 

長期貸付金 - 長期借入金 50,000 

長期差入保証金 - その他の固定負債 - 

その他の固定資産 -   

計 35,433 計 60.022 
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 親会社   関連会社   合計   

一年内返済長期借

入金 
  -   - - 

長期借入金   50,000   - 50,000 

その他流動資産   -   35,433       35,433 

その他流動負債 -  10,022 10,022 

   

 (4)  その他貸借対照表により会社の財産の状態を正確に判断するために必要な事項 

      特になし 

 

４．損益計算書に関する注記   

(1) 受入手数料の内訳                          （単位：千円） 

区       分  備      考 

委  託  手  数  料 -  

  （株        券） - 

［うち  先      物］ - 

（債        券） - 

［うち  先      物］ - 

［うち 新株予約権付社債］ - 

（受  益  証  券） - 

（そ   の    他） - 

引受け・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の手数料 
- 

 

 （株            券） - 

（債            券） - 

［うち  国       債］ - 

［うち  普 通 社 債］ - 

［うち  新株予約権付社債］ - 

［うち  外  国  債］ - 

（受   益   証   券） - 

（そ    の    他） - 
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区       分  備      考 

募集・売出し・特定投資家向

け売付け勧誘等の取扱手数料 
- 

 

 （株            券） - 

（債            券） - 

（受   益   証   券） - 

（そ      の      他） - 

その他の受入手数料 257,696 ※ ｢その他｣の主な内

訳を記載すること｡ 

ｸﾗｲｱﾝﾄﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄﾌｨｰ  

257,696千円 

 

 （株            券） - 

（債            券） - 

（受   益   証   券） - 

（そ      の      他） 257,696 

受 入 手 数 料 計 257,696  

 （株            券） - 

（債            券） - 

（受   益   証   券） - 

（そ      の      他） 257,696 

 

(2) トレーディング損益の内訳（該当なし）                     

 

(3) 金融収益及び金融費用の内訳                       （単位：千円） 

金  融  収  益 備     考 

信用取引収益 - ※ ｢その他の金融収

益｣の主な内訳を記載

すること｡ 

 

 

 

 

 

 

現先取引収益 - 

有価証券貸借取引収益 - 

受取配当金 - 

受取債券利子 - 

収益分配金 - 

受取利息 0 

その他の金融収益 - 

合   計 0 
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金  融  費  用 備     考 

信用取引費用 - ※ ｢その他の金融費

用｣の主な内訳を記載

すること｡ 

現先取引費用 - 

有価証券貸借取引費用 - 

支払債券利子 - 

支払利息 250 

その他の金融費用 - 

合   計 250 

 

(4) 販売費・一般管理費の内訳                    （単位：千円） 

区      分  備      考 

取引関係費 19,516  

 

（支払手数料） 660 

（取引所・協会費） 2,534 

（通信・運送費） 7,365 

（広告宣伝費） 4,129 

（旅費・交通費） 2,686 

（交際費） 2,139 

人件費 158,391  

 

（役員報酬） 58,898 

（従業員給料） 73,029 

（歩合外務員報酬） 0 

（その他の報酬・給料） 2,083 

（退職金） 0 

（福利厚生費） 13,840 

（賞与引当金繰入れ） 10,539 

（退職給付費用） 0 

不動産関係費 26,044  

 

（不動産費） 25,939 

（器具・備品費） 105 
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区      分  備      考 

事務費 2,036  

 
（事務委託費） 0 

（事務用品費） 2,036 

減価償却費 3,438  

租税公課 6,706  

貸倒引当金繰入れ 0  

その他 90,736 ※ ｢その他｣の欄には

主な内訳を記載する

こと｡ 

その他 1,089千円 

関連会社間費用  

71,845千円  

 
 

( 教育研修費 ） 172 

( 会議費 ) 367 

( その他の報酬 ) 14,220 

( 図書費 ) 378 

( 水道光熱費 ) 1,068 

( 清掃費 ) 389 

( 保険料 ) 1,204 

( その他 ) 72,934 

合計 306,871  

 

(5）関連会社との取引残高                                               （単位：千円） 

 親会社   関連会社   合計   

営業収益 -   257,696 257,696 

営業費用及び一般管理費 -  71,845 71,845 

営業取引以外の費用   250 - 250 

 

(6) その他損益計算書により会社の損益の状態を正確に判断するために必要な事項 

   特になし  

   

 

5．有価証券及びデリバティブ取引に関する注記 

   該当なし 
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6．株主資本等変動計算書に関する注記 

 

   (1)発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 21,460 株    

1,200   

- 22,660 株 

 

7．税効果会計に関する注記 

   

 (1) 繰延税金資産の発生の主な原因の内訳   

 （単位：千円） 

未払事業税等 1,126 

未払費用 1,349 

資産除去債務 

減損損失 

その他 

2.326 

3,089 

4,037 

繰越欠損金 157,191 

繰延税金資産小計 169,118 

評価性引当金 △169,118 

繰延税金資産合計 - 

  

 

(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正  

 該当無し。 

 

8. 金融商品に関する注記   

  (1) 金融商品の状況に関する事項 

    (ｱ) 金融商品に対する取り組み方針 

     当社は資金運用について、財務内容の健全性を損なうことのないよう、主として安全性

ならびに流動性の高い銀行預金等の金融資産で運用しております。 

(ｲ) 金融商品の内容及びそのリスク並びに金融商品にかかるリスク管理体制 

主な営業債権である未収入金及び未収収益は、当社が関与して成立した取引（海外のグ

ループ会社が組成する外国籍投資信託の設定・運用並びに受益証券の販売、及び外国籍

投資信託にリンクした社債券の媒介等）について、当該運用資産額に対してグループ内

で制定している社内規則にて予め決められた料率に基づいて、当社の取引成立の貢献度

等に見合う手数料（「その他の受入手数料」として計上）が海外のグループ会社より支
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弁されるものです。当該債権は当社の海外グループ会社を相手方とするものであり、ま

た当社は当該運用資産の内容を把握しておりますので、当該営業債権の回収にかかるリ

スクは僅少であります。 

主な営業債務である未払金及び未払費用は、１年以内の支払期日です。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

平成 31 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

の通りであります。 

                                                                     （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

（1） 現金・預金 

（2） 未収入金 

（3）  未収収益 

 

    145,238 

- 

35,433 

    145,238 

     - 

35,433 

- 

- 

 

資産計     180,672 180,672 - 

（1） 未払金 

（2） 未払費用 

（3） 長期借入金 

      10,774 

     9,977 

50,000 

 

 

10,774 

9,977 

50,000 

 

 

- 

- 

- 

 

負債計      70,751 70,751 - 

 (注 1) 金融商品の時価の算定方法 

資産 

（2） 現金・預金、（2）未収入金、 (3) 未収収益 

これらは短期間で決済される為、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

 

負債 

（2） 未払金、（2）未払費用 

これらは短期間で決済される為、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

     (3)   長期借入金 

     これらは変動金利によるものであり、金利が一定期間ごとに更改される条件と

なっているため、時価は帳簿価額と等しいと言えることから、当該帳簿価額に

よっております。 
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（注 2）時価を把握するのが極めて困難と認められる金融商品 

                      （単位：千円） 

長期差入保証金 15,284 

市場価格がなく、合理的なキャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と

認められるため、時価開示の対象としておりません。 

 

9. 資産除去債務に関する注記  

   (1）当該資産除去債務の概要 

 当社は、本社オフィスの不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る

債務を資産除去債務として認識し、当該資産除去債務に関しては、資産除去債務の負

債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関する長期差入保証金の回収が最終的に見込め

ないと認められるため長期差入保証金と相殺して計上しております。 

 

(2) 当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高                     9,576 千円 

期末残高                     10,091 千円 

 

10. 関連当事者との取引に関する注記                   （単位：千円） 

種

類 

会社の名称 所在

地 

資本金 

 

事業

の内

容 

議決権

の被所

有割合 

関連当事

者との関

係 

取引の

内容 

取引金額 科目 期末残

高 

親

会

社 

GAM Group 

AG 

 

 

Switz

erlan

d 

 

CHF 

186,750

千 

持株

会社 

直接

100％ 

事業用資

金の受入 

借入金

利息 

250 

 

長期借入

金 

未払費用 

 

50,000 

 

112 

 

 

親

会

社

の

親

会

社 

GAM Holding 

AG 

Switz

erlan

d 

 

CHF 

7,984千 

持株

会社 

0％ 

 

グループ

管理に係

るサービ

スの受入 

オプシ

ョンプ

ラン 

 

2,083 

 

 

未払金 

前払費用 

189 

 560 
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親

会

社

の

子

会

社 

GAM Capital 

Management 

Limited 

Switz

erlan

d 

 

CHF 

1,000千 

投 資

顧 問

業 

0％ クライア

ントマネ

ージメン

ト業務の

提供 

ク ラ イ

ア ン ト

マ ネ ー

ジ メ ン

ト フ ィ

ー 

3,602 未収収益

未収入金 

302 

- 

親

会

社

の

子

会

社 

GAM 

Internatio

nal 

Management 

Limited 

U.K. GBP 

3,750千 

投 資

顧 問

業 

0％ クライア

ントマネ

ージメン

ト業務の

提供 

ク ラ イ

ア ン ト

マ ネ ー

ジ メ ン

ト フ ィ

ー 

7,524 

 

未収収益

未収入金 

1,350 

  - 

   

 

親

会

社

の

子

会

社 

GAM  

Fund 

Management 

Limited 

Irela

nd 

EUR 

126 千 

投 資

顧 問

業 

0％ クライア

ントマネ

ージメン

ト業務の

提供 

ク ラ イ

ア ン ト

マ ネ ー

ジ メ ン

ト フ ィ

ー 

  213,455 

 

未収収益 19,052 

親

会

社

の

子

会

社 

GAM 

Investment 

Management 

(Switzerla

nd) Limited 

Switz

erlan

d 

CHF 

1,200千 

投 資

顧 問

業 

0％ クライア

ントマネ

ージメン

ト業務の

提供 

グループ

管理費 

ク ラ イ

ア ン ト

マ ネ ー

ジ メ ン

ト フ ィ

ー 

 

33,096 

 

 

 

 

8,380 

 

未収収益 

  未払金 

14,728 

580 

親

会

社

の

子

会

社 

 

GAM Hong 

Kong 

Limited 

Hong 

Kong 

HKD 

30,600

千 

投 資

顧 問

業 

0％ 一部の業

務の委託 

業 務 委

託費 

（IT & 

Finance

） 

12,189 未払金 

 

2,681 
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親

会

社

の

子

会

社 

GAM (UK) 

Limited 

U.K. GBP 

43,000

千 

持 株

会社 

0％ グループ

管理及び

ＩＴ関連

業務に係

るサービ

スの受入 

グ ル ー

プ 管 理

費 

IT 関連

費 

 41,619 

 

 

9,656 

未払金 

 

5,899 

 

 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

注１ 上記のクライアントマネージメントフィーについては、”OECD Transfer Guidelines for 

Multinational Enterprises and Tax Administration” を勘案して作成された Group 

Transfer Pricing Policy に基づいて決定しております。 

注２ その他については、一般取引条件と同様に決定しております。 

 

11. 有価証券及びデリバティブ取引に関する注記 

   該当なし 

 

12. 一株当たり情報に関する注記 

  (1）一株当たり純資産額             5,579円68銭 

  (2）一株当たり当期純損失金額                          2,304円85銭 

 

13. 重要な後発事象に関する注記 

  当社は、平成 31 年 4月 25 日、GAM Group AG より劣後特約付借入として 20 百万を借入れ

ました。 

 

Ⅲ-２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

                                  （単位：百万円） 

平成 31 年 3 月期 令和 2 年 3 月期 

科目 借入先 借入金額 科目 借入先 借入金額 

関係会社 

長期借入金 

GAM Group AG 50 関係会社 

長期借入金 

GAM Group AG 100 

 

 

Ⅲ-３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除

く）の取得時価 

    該当事項なし 
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Ⅲ-４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証

券を除く）の契約価額、時価及び評価損益 

該当事項なし 

 

Ⅲ-５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

当社の財務諸表について、会社法第 436 条第 2 項の規定に基づき、KPMG あずさ

監査法人の監査を受け、適正意見の監査報告書を受領しております。 

 

Ⅳ 管理の状況 

Ⅳ-1. 内部管理の状況の概要 

当社は、常勤取締役１名（代表取締役を兼務）及び非常勤取締役 3 名で構成され

る取締役会並びに非常勤監査役 1 名のもと、営業本部、運用・商品本部、管理本

部を有している。代表取締役社長が統括する営業本部、チーフ・インベストメン

ト・オフィサーが統括する運用・商品本部、管理本部長が統括する管理本部との

間で、職務を分離しております。これにより、投資運用業の投資一任契約に基づ

いて行う有価証券の売買その他の取引等に関する情報を利用して、自己の計算に

おいて有価証券の売買その他の取引等を行い、又は当該顧客以外の顧客に対して

有価証券の売買その他の取引等の委託等を勧誘する行為に抵触する場面は生じ

ないものと思料致します。 

 

Ⅳ-2. 分別管理等の状況 

  該当事項なし 

 

Ⅴ 連結子会社等の状況に関する事項 

  該当事項なし 

以上 

 


